部局長とＰＴの議論資料(20.4.25)　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	海外施設運営費・海外施設機能拡充費

	部局の考え方
	１　国際経済交流施策の必要性

(1)国際経済交流の拡大なくして大阪経済の繁栄なし　資料１
　　･大阪の輸出額はここ数年で急増
　　･好調な輸出に支えられて、大阪経済も好転

　(2)企業の海外進出ニーズは高いが障壁も高い　　　　資料２
　　･現在は輸出していないが、今後海外販路開拓をしたいと考えている
企業は26%（海外進出済み企業の８割以上が強化・拡大の方針）
　　･海外販路開拓の障害は取引先などの情報不足や人材不足
２　国際経済交流施策の主要ミッション

○海外ビジネスを支援するネットワーク構築
○中小企業の販路開拓をサポート
　　･世界４大経済圏を拠点とする海外事務所を中核とした海外ネットワークを構築することで、中小企業の海外における販路開拓をサポート

３　ＰＴ（案）に対する考え方

(1)プロモーションデスクは、海外拠点としての機能に限界あり
・業務範囲
ビジネス支援から観光プロモーション、友好交流など、多岐にわ

たる業務に対応することが困難（委託業務内での活動に限定）。
　　・活動範囲

　　　　他国や他地域への出張対応は困難。管轄地域に限定される。

・業務の安定、継続性
　　　　公募による設置で契約期間もあり、業務の安定性、継続性が劣る。

　(2)新しい海外拠点のあり方の検討が必要
･府としてより効率的・効果的に海外への「大阪プロモーション」を展開していくため、海外事務所とデスクの２つの方式の特性や機能、及び事務所設置地域の特性などを十分に精査したうえで、新しい海外拠点のあり方を検討する。
※「大阪維新」プログラム（案）実現のためにも海外の拠点機能は必要


４　配慮すべき事項
○大阪市との関係

　・現在、シンガポール事務所は大阪市と共同化。府の判断のみで事務所廃止は困難。

○関係団体及び共同利用事務所入居企業との関係
　　・ロッテルダム、シンガポール事務所には、大阪国際ビジネス振興協会（IBO）の会員企業が利用している共同利用事務所が併設されており、府の海外事務所が廃止されれば、共同事務所も閉鎖せざるを得ず、現在の利用企業に不利益を与える。
　　※利用期限は入居後３年間
　　　⇒　ロッテルダム　最長利用期限：2010年2月末
　　　　　シンガポール　最長利用期限：2010年４月末


	参考データ等
	資料１　大阪の輸出額と府内総生産に占める割合
資料２　中小企業のニーズ調査（海外販路開拓）
資料３　海外事務所のベース活動（各事務所の主な役割と実績）
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～海外事務所とは、


「海外における大阪プロモーション拠点（ビジネス・交流）」


＜海外事務所が果たしている役割＞　　　　　　　 　　　資料3


･経済交流をはじめ、観光や友好交流など多様な地域間交流の支援


･経済・政府機関や企業との幅広い人的ネットワークづくり


･情報収集と効果的なプロモーションによる大阪情報の発信


･共同事務所による企業進出支援





大阪を元気にする、大阪の未来を創造する、そのために、


・「モノづくり基盤技術」や「次世代産業」など、大阪経済の力を


高め、積極的にアピールします。


・府が国境を越えて多くの都市や地域と交流の絆を深めます。








